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ご回答自治体名　　　　　　　　　　　　　　

【ご回答自治体について】

質問①：都道府県・市・町・村のいずれでしょうか。【　】

下記に○をするか、上記【　】に数字を埋めて下さい（以下同じ）。
１．都道府県

２．市

３．町

４．村

質問②：所在地はどちらでしょうか。【　】
１．北海道
２．東北
３．関東
４．中部・北陸

５．関西

６．四国・中国
７．九州・沖縄

【自治体間での人的支援について】
質問③：震災後、被災自治体との人的交流はありましたか。【　】
１．特定の自治体へ人的支援を実施した
２．不特定の自治体へ人的支援を行った
３．人的支援は行っていない

４．その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

質問④：質問③で特定の自治体から人的支援を行ったと回答した自治体のみご回答下さい：特定の自治体への人的支援はなぜ実現したのでしょうか。【　】
１．もともと災害時応援協定等の取り決めがあった
２．震災後に先方からアプローチがあり実現した
３．震災後にこちらから支援する自治体を探した

４．震災後に他の自治体から紹介を受けた

５．その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
質問⑤：他の自治体と災害時協力協定（名称を問わない）の取り決めのある自治体のみご回答下さい：相手の自治体は近隣自治体ですか。【　】
１．同一県内である。

２．隣接県内である。

３．同一又は隣接県内ではないが、近県の自治体である。

４．遠隔地の自治体である。

５．その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
質問⑥：他の自治体と災害時協力協定（名称を問わない）の取り決めのある自治体のみご回答下さい：協定の内容はどのような範囲ですか（当てはまるものに全て○をしてください）。
【　　　　　　　　　　　　　　　　】

１．救援物資や飲料水の供給

２．人的支援

３．医療支援

４．ホームページの維持管理等のソフト面での支援

５．その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

質問⑦：災害時の他の自治体からの人的支援をどのように考えますか。【　】
１．非常に重要であり、災害前からある程度取り決めておくことが望ましい。
２．重要だが、災害前から取り決めを行わずとも何とかなる。

３．それほど重要ではない。
４．必要ではない。
５．その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
質問⑧：質問⑥に関連して、仮に災害時における他の自治体の支援体制を予め取り決めておく場合に、各自治体が自主的に活動すれば協力自治体を見つけることが可能でしょうか。それとも、何らかの紹介や国又は都道府県による調整が必要でしょうか。【　】
１．各自治体が自主的に見つけることが可能であるし、容易である。

２．国又は都道府県が予め他地方の自治体につき情報提供、紹介等することが望ましい。
３．その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※具体的にどのような形で他の自治体との協力体制、支援体制を実現させる方法がよいと思われるか、ご意見、ご提案等があれば自由にお書き下さい。


【法令上の制約、限界について】
質問⑨：震災に関連して、法令上の制約等により早期の実現が困難であった事柄はありましたか。【　】
１．多数あった
２．幾つかあった
３．それほどなかった
４．全然なかった
５．その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
質問⑩：質問⑨に関連して、早期の実現が困難であった事柄があった場合には、どのような分野でしたか（当てはまるもの全てに○をお願いします）。【　　　　　　　　】
１．土地・住宅・建設関係

２．道路・運輸・流通関係

３．農林水産・食品関係

４．廃棄物・リサイクル・公害関係

５．防災・危険物関係

６．エネルギー関係

７．情報・通信関係

８．金融・保険関係

９．雇用・労働関係

１０．医療・医薬品関係

１１．義援金・生活保護関係

１２．その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※具体的な法令、条文等を挙げられる場合、具体的な事例のご説明が可能な場合はご記載をお願いします（別紙の法律リストはご参考まで）。

質問⑪：法令上の制約に対し何らかの改善要望を国や都道府県に伝えましたか。【　】
１．伝えて、それらは実現された。
２．伝えたところ、一部は実現された。

３．伝えたが、実現されなかった。

４．伝えていない。
５．その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
質問⑫：法令上の制約によって未だ実現されていない事柄で、実現されることが被災地あるいは今後の災害時に役立つと現場で考えられている事柄がございましたら、何でも結構ですのでご記載下さい。


【人員上の制約、限界について】

質問⑬：震災に関連して、問題に対応したいにもかかわらず、自治体の人員上の制約等により早期の実現が困難であった事柄はありましたか。【　】
１．多数あった

２．幾つかあった

３．それほどなかった

４．全然なかった

５．その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※具体的な事例のご説明が可能な場合はご記載をお願いします。


質問⑭：人員上の制約によって未だ実現されていない事柄で、実現されることが被災地あるいは今後の災害時に役立つと現場で考えられている事柄がございましたら、何でも結構ですのでご記載下さい。


【その他の制約】

質問⑮：震災直後に何かをしようとしたところ、法令上・人員上以外の制約があって実現できなかった事柄で、今後の災害時に実現されることが望ましい事柄があれば何でも結構ですのでご記載下さい。


質問⑯：震災後（直後を除く）に何かをしようとしたところ、法令上・人員上以外の制約があって実現できなかった事柄で、今後実現されることが望ましい事柄があれば何でも結構ですのでご記載下さい。


質問⑰：その他、貴自治体又はご担当者が震災に関連して認識された現在の課題と講じるべき対策、将来の我が国における災害時への教訓等につき、ご意見、ご要望、ご提案等があれば何でもお書き下さい。

質問⑱：震災対応セミナーの担当者から、本アンケートに関して問い合わせ等をさせていただいても差し支えないでしょうか。【　】
１．差し支える

２．差し支えない
→２の場合、連絡方法及びご連絡先、ご担当者名等をお知らせ下さい

・連絡方法

・ご連絡先

・ご担当者名

以上
別紙：法律リスト（参考）

１．土地・住宅・建設関係

建築基準法、建設業法、都市計画法、都市公園法、自然公園法、土地収用法、宅地造成等規制法、土地区画整理法、公有水面埋立法、国有財産法、被災市街地復興特別措置法、罹災都市借地借家臨時処理法、工業標準化法、文化財保護法
２．道路・運輸・流通関係

道路法、道路交通法、道路運送車両法、道路運送法、災害対策基本法、関税法、植物防疫法、家畜伝染病予防法、港湾法、貨物自動車運送事業法、自動車の保管場所の確保等に関する法律、船舶職員及び小型船舶操縦者法、大規模小売店舗立地法、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

３．農林水産・食品関係

農地法、漁業法、水産業共同組合法、森林法、食品衛生法、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（JAS法）
４．廃棄物・リサイクル・公害関係

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、特定家庭用機器再商品化法、使用済自動車の再資源化等に関する法律、特定家庭用機器再商品化法、東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律、土壌汚染対策法、大気汚染防止法、ガス事業法、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律、浄化槽法、水質汚濁防止法、特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律

５．防災・危険物関係

消防法、高圧ガス保安法、労働安全衛生法、石油コンビナート等災害防止法、電気事業法
６．エネルギー関係

工場立地法、電気用品安全法、国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律、エネルギーの使用の合理化に関する法律

７．情報・通信関係

電波法、航空法、気象業務法
８．金融・保険関係

健康保険法、犯罪による収益の移転防止に関する法律、産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法、戸籍法、民法、確定拠出年金法、被災者生活再建支援法の一部を改正する法律、児童福祉法、個人情報の保護に関する法律
９．雇用・労働関係

労働基準法、労働契約法、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律

１０．医療・医薬品関係

医師法、薬事法

１１．義援金・生活保護関係

生活保護法、所得税法
別紙２：回答欄に書ききれない場合は以下自由にお書き下さい。
